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r7物価_繰越 r7物価_3_1

132,963                  132,963                                    

128,300                  15,695                                      

17,981                    12,580                                      

-                            -                                             

100,025                                    

-                                             

-                            8,080                                       

-                            136,380                                    

8,080                      7,334                                       

-                            1,130                                       

-                            -                                             事業数 14

9,517                                       最終事業NO 18

132,963                  -                                             
”交付金が活用されて
いる旨の明記のみの
変更”を除いた数

2

128,300                  
"うち交付対象経費のみの
変更"を除いた変更事業
数

2

8,080                      　（うち給付金事業数） 0

17,981                    -                                             

-                            -                                             

287,324                  -                                             

-                                             

-                            -                   287,324                                    -                           

総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助
対象外経費等）

総事業費に係る
事務費

合計  352,217  310,494  132,963  136,380  17,981  -  23,170  - 41,723 

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3
万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
令和６年度物価高騰対策給付
金支給事業（国補正予算対応
分）

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  154,361  154,361  -  136,380  17,981  -  -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　3,241世帯×30千円、
子ども加算　409人×20千円、、定額減税を補足する給付（うち
不足額給付）の対象者　8,807人　(162,170千円）　　のうちR7
計画分
事務費　17,981千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3,241世帯）、定額減税を
補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（8,807人）

－ ○ － R7.2 R8.3 対象世帯に対して令和7年8月までに支給
を開始する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

ホームページ、広報誌 R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）

2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の
給付費

（家計急変への横出し等・R6補正）

3  -  -

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  -

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（市区町村のみ記載）

5  -  -

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場合
は、１つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入しL列で
当該推奨事業メニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6以降
に記入しL列で当該推奨事業メニューを選択してください。

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校給食費物価高騰対策事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴う
子育て世帯
支援

 25,551  25,551  25,551

①物価の高騰等の影響を受けている保護者の負担軽減のた
め、給食食材費等の高騰分を支援し、栄養バランスと量を保っ
た学校給食を提供し、子どもたちの健やかな体づくりの推進を
図る。
②学校給食食材費等の高騰分
③幼稚園500円×10.5月×17人、小学校600円×11月×
2,431人、中学校700円×11月×1,223人
負担金25,551千円
④幼稚園児、小学生及び中学生の子どもをもつ保護者（教職
員は含まない）

－ － － R7.4 R8.3
学校運営委員会に対し、学校給食費の値
上げ分の補助を実施し、給食費の上昇額を
0円にする。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食 小城市HPへ掲載。 R7当初（地）

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
給食費物価高騰対策事業（保
育所等給食費補助事業）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴う
子育て世帯
支援

 7,312  3,656  3,656  3,656

①物価の高騰等の影響を受けている保護者の負担軽減のた
め、私立保育所等に対して、給食食材費等の高騰分を補助し、
栄養バランスと量を保った給食を提供し、子どもたちの健やか
な体づくりの推進を図る。
②給食食材費等の高騰分
③基準額16,000円×園児数457人＝7,312千円
補助金7,312千円（内その他財源_県支出金3,656千円充当）
④園児の保護者（教職員は含まない）

－ － － R7.4 R8.3 私立保育所等9施設に対し支援を行う。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食
小城市幼児教育・保育ネットワーク会議
小城市HPへ掲載。 R7当初（地）

8 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
給食費物価高騰対策事業（小
城保育園保育事業）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴う
子育て世帯
支援

 8,849  504  504  8,345

①物価の高騰等の影響を受けている保護者の負担軽減のた
め、給食食材費等の高騰分を支援し、栄養バランスと量を保っ
た給食を提供し、子どもたちの健やかな体づくりの推進を図る。
②給食食材費等の高騰分（賄材料費を追加）
③値上げ額700円×60人×12月
計504千円
※その他財源：一般財源
④小城保育園に通う子どもをもつ保護者（教職員は含まない）

－ － － R7.4 R8.3 給食費の上昇額を０円にする ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食 小城市HPへ掲載。 R7当初（地）

9 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
給食費物価高騰対策事業（砥
川保育園保育事業）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴う
子育て世帯
支援

 6,000  260  260  5,740

①物価の高騰等の影響を受けている保護者の負担軽減のた
め、給食食材費等の高騰分を支援し、栄養バランスと量を保っ
た給食を提供し、子どもたちの健やかな体づくりの推進を図る。
②給食食材費等の高騰分（賄材料費を追加）
③値上げ額700円×31人×12月
計260千円
※その他財源：一般財源
④砥川保育園に通う子どもをもつ保護者（教職員は含まない）

－ － － R7.4 R8.3 給食費の上昇額を０円にする ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食 小城市HPへ掲載。 R7当初（地）

10 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
給食費物価高騰対策事業（三
日月幼稚園幼児教育・保育事
業）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴う
子育て世帯
支援

 14,238  1,032  1,032  13,206

①物価の高騰等の影響を受けている保護者の負担軽減のた
め、給食食材費等の高騰分を支援し、栄養バランスと量を保っ
た給食を提供し、子どもたちの健やかな体づくりの推進を図る。
②給食食材費等の高騰分（賄材料費を追加）
③値上げ額500円×55人×12月（教育）
値上げ額900円×60人×12月（保育）
値上げ額40円×15人×90日（教育預かり）※主食費含む
計1,032千円
※その他財源：一般財源
④三日月幼稚園に通う子どもをもつ保護者（教職員は含まな
い）

－ － － R7.4 R8.3 給食費の上昇額を０円にする ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食 小城市HPへ掲載。 R7当初（地）

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対応くらし応援券事
業(B1)

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

 103,261  99,355  99,355  3,906

①物価の高騰等の影響を受けている市民及び事業者の負担
を軽減するため「くらし応援券」を発行し、市民生活の支援及び
商業の復興を後押しする。
②くらし応援券（2千円）の換金に要する経費
③印刷製本費4,541千円、通信運搬費7,228千円
応援券事務委託料91,492千円
（内訳）
・換金：44,500人×2,000円＝89,000千円
・手数料：44,500人×4枚×14円＝2,492千円
※その他財源：一般財源
④小城市民

－ － － R7.4 R8.3 応援券総配付枚数に対する利用率が95％
以上

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

商品券に使用期限を設ける、利用可能店舗から実
績を報告させ商品券の使用実績を把握する

市HP・広報紙、ポスター掲示、チラシ配布等による
周知 R7補正（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
施設園芸燃油等価格高騰対
策支援事業(B1)

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑥農林水産
業における物
価高騰対策
支援

 2,605  2,605  2,605

①物価の高騰等の影響を受けている施設園芸営農者の負担
を軽減するため、燃料費等の高騰分の一部を支援する。
②燃料費等の高騰分（交付金）
③通信運搬費26千円、給付金140人×10万円＝14,000千円
（うち2,605千円）
1,355,000円/年（令和6年度1人当たり平均燃料費）×　7.5％
（Ａ重油価格上昇率）≒100,000円
④施設園芸営農者

－ － － R7.9 R8.3 物価高騰の影響を受けた園芸営農者の9
割以上を支援する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
農林水産・食品分
野

小城市HPへ掲載。 R7補正（地）

13 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
介護施設等物価高騰対策支
援事業（高齢者福祉総務費）

米国関税措置 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策
支援

 5,244  5,244  5,244

①物価の高騰等の影響を受ける介護施設等へ支援金を支給
することで福祉サービスを維持する。
②支援金及び関連事務費
③役務費8千円　　支援金35施設×4万円＝1,400千円
　入所者数割959人×4千円＝3,836千円
④小城市内の介護施設

－ － － R7.9 R8.3 物価高騰の影響を受けた小城市内の介護
施設の8割以上を支援

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
介護サービス事業
所・施設等

小城市HPへ掲載。 R7補正（地）

14 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
介護施設等物価高騰対策支
援事業（障害者福祉総務費）

米国関税措置 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策
支援

 694  694  694

①物価の高騰等の影響を受ける介護施設等へ支援金を支給
することで福祉サービスを維持する。
②支援金及び関連事務費
③役務費2千円　　支援金8施設×4万円＝320千円
　入所者数割93人×4千円＝372千円
④小城市内の障害福祉サービス事業所・施設

－ － － R7.9 R8.3
物価高騰の影響を受けた小城市内の障害
福祉サービス事業所・施設の8割以上を支
援

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
障害福祉サービス
事業所・施設等

小城市HPへ掲載。 R7補正（地）

15 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
施設園芸燃油等価格高騰対
策支援事業(B4)

米国関税措置 ○

⑥農林水産
業における物
価高騰対策
支援

 11,421  4,703  4,703  6,718

①物価の高騰等の影響を受けている施設園芸営農者の負担
を軽減するため、燃料費等の高騰分の一部を支援する。
②燃料費等の高騰分（交付金）
③通信運搬費26千円、給付金140人×10万円＝14,000千円
（うち11,421千円）
1,355,000円/年（令和6年度1人当たり平均燃料費）×　7.5％
（Ａ重油価格上昇率）≒100,000円
※その他財源：一般財源
④施設園芸営農者

－ － － R7.9 R8.3 物価高騰の影響を受けた園芸営農者の9
割以上を支援する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
農林水産・食品分
野

小城市HPへ掲載。 R7補正（地）

16 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
水産業燃油等価格高騰対策
支援事業

米国関税措置 ○

⑥農林水産
業における物
価高騰対策
支援

 5,811  5,811  5,811

①物価の高騰等の影響を受けている漁業者の負担を軽減す
るため、燃料費等の高騰分の一部を支援する。
②燃料費等の高騰分（交付金）
③通信運搬費11千円、給付金58人×10万円＝5,800千円
2,183,000円/年（令和6年度1人当たり平均燃料費）×　7.5％
（Ａ重油価格上昇率）≒100,000円
④漁業者

－ － － R7.9 R8.3 物価高騰の影響を受けた漁業者の9割以
上を支援する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
農林水産・食品分
野

小城市HPへ掲載。 R7補正（地）

17 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対策量水器口径減
径工事費補助事業

米国関税措置 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

 1,000  1,000  1,000

①物価の高騰等の影響を受けている市民及び事業者の負担
を軽減するため、口径に応じた水道料金引き上げへの対策とし
て、適切な口径への減径工事費用の一部を補助することで、市
民生活の支援及び事業者への支援を行う。
②水道口径への減径工事費用の一部を補助
③通信運搬費22千円、補助金100件×10千円＝1,000千円
④小城市民、市内事業者

－ － － R8.1 R8.4以降 補助金交付率100％ ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

小城市HPへ掲載。

計画に関する諸条件　キ
　　算出の根拠となる事業の確定等の調整の
ために不測の日数を要し、計画を再検討した結
果、交付対象事業の完了がR9.3月下旬となる
ため

R7補正（地）

18 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対応くらし応援券事
業（B4）

米国関税措置 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

 5,870  5,718  5,718  152

①物価の高騰等の影響を受けている市民及び事業者の負担
を軽減するため「くらし応援券」を発行し、市民生活の支援及び
商業の復興を後押しする。
②くらし応援券（10千円）の換金に要する経費
③印刷製本費5,870千円
18,000世帯への印刷準備（本体経費はR8実施計画）
※その他財源：一般財源
④小城市民

－ － － R8.1 R8.4以降 応援券総配付枚数に対する利用率が95％
以上

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

商品券に使用期限を設ける、利用可能店舗から実
績を報告させ商品券の使用実績を把握する

市HP・広報紙、ポスター掲示、チラシ配布等による
周知

計画に関する諸条件　キ
　　算出の根拠となる事業の確定等の調整の
ために不測の日数を要し、計画を再検討した結
果、交付対象事業の完了がR9.3月下旬となる
ため

R7補正（地）

19  -  -

                                   310,494

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A

等ふまえた対応について記載

小計　交付限度額④

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の
通知の発出状況に定義されている対象分野)

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年12月通知分）

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期

事業終期

※可変部分
※この他は
変えられま

せん。

成果目標（可能な限り定量的指標を
設定）

-                           

支援開始時
期

※可変部分
※この他は
変えられま

せん。

国のR6補正等（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

小計　交付限度額③

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄

６

経

済

対

策

等

】
差

押

禁

止

法

の

対

象

範

囲

　

※

事

務

-                                                        

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明
記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

都道府県・市町村コード（５桁）

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費

-                                                        

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

Ｎｏ

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費

-                                                        

臨時の措置で
あることが分
かる事業名称
としている

国

の

予

算

年

度

Ｃ

（単位：千円）

17,981                                                

egashira-kazutaka@city.ogi.lg.jp

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
今回配分予定額

国のR 6 補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

23,170                   
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

23,170                                                

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
令和７年度既配分額

国のR 7 補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

移替先

17,981                                      

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付

金等
自治体利用欄自治体での予算区分

自治体利用
欄

国の重点支援地方交付金が活用されている
旨の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品
分野」「中小企

業・小規模事業者
の賃上げ環境整

備」における細分
化項目

自治体利用欄

※記載は不要

備考5
(事業の終期が令和8年3月を超えること

が見込まれる場合、その事情)

※可変部分
※この他は変えられません。

備考1
(重点支援地方
交付金の追加
を踏まえた各
省庁の通知の
発出状況に定
義されている
対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【 調整後】 本省繰越希望額

（R 7 補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

544 ,898                                                 

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度額⑥

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑥

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）

-                                                                         

544,898                                                               

-                                                                         

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額
※事務連絡は該当団体のみに通知 -                                                                         

交付限度額計 855,392                                                               

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

-                           

-                           

小計　交付限度額（R6経済対策分）

配分予定額計
国のR 6 補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR 7 補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④
にも関連する場合は、M～O列に追加で選択してく

ださい。

【 調整後】 今回配分予定額
国のR 7 補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

配分予定額計

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

小計　配分予定額計
（R7予備費分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

Ｂ
※参考

都道府県区分

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

23,170                   

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

エラー（自治
体名記載不

備）

エラー（担当
者・連絡先記

載不備）

-                           

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分） 23,170                                                                 

小計　交付限度額（R7予備費分） 23,170                                                                 

国のR 7 補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分） 544,898                                                               

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） 181,252                                                               

小計　交付限度額（R7経済対策分） 544,898                                                               

23,170                   

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR 6 補正等分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額②

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年12月２日通知分）担当者氏名 江頭　和孝 国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費
136,380                                              

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） 0

-                           

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

総務部財政課担当部局課名 132,963                                              

41208

【41_佐賀県】

41208_佐賀県小城市

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0952-37-6117

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に
効果があると判断する地方単独事
業」を選択した場合の、より効果
があると考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との

関係 総事業費

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年12月２日通知分）

-                           


